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山田 文男(大谷女子大学)

サッカー. くじ. ギャンブル

【研究目的】

サッカーくじ法案(スポーツ振興くじ法案:以下「くじ」という)がにわかに国会に上

程されようとする中で、一部教育団体やスポーツ団体、地方自治体等が反対の態度表明を

したことで、 くじの行方に関心が高まっている。その関心は、 くじに対する賛成・反対の

態度とその理由であり、法案として成立するかどうかであろう。そうした時に、各団体の

動きを見極めることが大切であり、同時にサッカ一人気を支えるヤング嵐の態度や意見を

考察することが重要であろう。 1994年6月の国会で上程されるはずのものが教育団体・スポ

ーツ団体、政党等の反対や政局の混迷で法案提出は見送られた。本法案を推進するスポー

ツ議員連盟は上程を諦めていないといわれる。

こうした一連の動きの中で、本研究では、 これまでの「経緯」と|くじ」に対する学生

の意見や態度を考察し、その功罪の一端を明らかにしようとするものである。

【研究方法】

一般紙等で掲載され始めた本年 5月末以降のくじ導入の動きと経緯を明らかにし、あわ

せて学生を対象に「サッカーくじに関する調査」を実施した結果を考察しようとした。

調査は、大阪地区の 2大学に在籍する女子学生 1142名 (0大学 302名、 S大学840名 有

効回答率的.3%)を対象に実施された。

内容; くじに関する知識、態度、意見で構成された 27項目。

期間 1994年5月末 -6月。方法:各大学講義中に配布・回収された。

【結果と考察】

「くじ Jをめぐる一連の動き

r Jリーグが始まる 5年ぐらい前から、サッカーくじについてひそかに研究していた」

(森自民党幹事長)というように、すでに 80年代末には文部省の乏しい予算を補う新規財

源として検討が始まヮていたという。 1， 
92年 l月 J0 C. 日本体育協会が各党に要請。 94年1月スポーツ議員連盟(297名;共産党

を除く)プロジェクトチームが「法案大綱J案を作成。 6月間連盟役員会で了承。 5月30日

E本 PTA全国協議会と文部省が懇談。反対意見が噴出。 6月1日間協議会は「スポーツを

ギャンブルに変えるサッカーくじに反対し全面撤回を求める陳情」を行った。 5月 25日全国

地域婦人団体連絡協議会(地婦連)総会は「くじ反対」を決議。 6月4日新日本体育連盟が

反対声明をあげた 6月88プロジェクトチームは今国会提出を断念。青少年膏成菌民会議

が170団体にアンケート調査を実施した結果 8: 2で反対意見が大勢を占めた。 6月17日地

方自治体として国立市が反対決議。 6月20日新宿区が全会一致で反対決議。 6月22白狛江市

が多数で反対決議。 8月23日夕張市が反対決議。 6月24日国分寺市が反対と決議が相次いだ。
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6月 16日大阪・堺市文教委員会は「青少年の健全育成、スポーツ文化の振興という点からい

かがなものか」という談話を発表。 6月 17日大阪狭山市では教育長が「教育上好ましくな L、」

と言明したコ こうした一連の反対声明や反対決議は、 くじ法案そのものが諸々の問題をは

らんでいることを示している。

n rサッカーくじに関する学生への調査J結果

①くじに関する学生の知識

「言葉として聞いたこたがある」

「国会に上程されかけたのを知っている」

「本来の名称はスポーツ振興くじであることを知っている J

「内容を理解している」

「大綱成案までのいきさつを知っている」

「マスコミや教育・スポーツ団体の一部に反対のあることを

知っている」

「諸国体の反対で今国会への上程が断念されたことを知っている」

「超党派の議員立法(共産党を除く)として上程されようと

しているのを知っている J ( 4. 1 95. 9) 

「トトカルチョを見本に研究・作成されたのを知っている J (40.959.1) 

「くじが施行されたら買ってみたい J (26.3 73.7) 

「私は、 くじには 00である J 賛成 15.0 反対 14.2 わからない 70.8) 

2/3強の学生は言葉として知っているが、国会に上程されることを知っていたのは 1

/3であり、 くじ導入のいきさつを知っていたもの、超党派の議員立法として上程される

ことを知っていたものはわずか 6-4%であった。 また、 「施行されたら買ってみたい」と

したものは 26.3%で、朝日新聞の調査 17% (7.24付朝刊)に比して高い割合となっている。

調査時期が 5月末から 6月中旬までの期間であるため、この時点、では情報不足や判断材料

に乏しいことで、全体として唆昧なものになっていると考えられる。

②学生のくじに対する意見と態度

表 1 rくじが施行されたら買ってみたい」
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r rくじ Jはギャンプルで.I')る J表 2
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の胴元になるのは論外である」「文部省が『ばくち J表 3

全体の 48.6%が「わから

Fく.001・・・

合が逆転し rNoJが iYesJ の割合を 12.8ポイント上回っていた。

ない」とする中で、本意見を否定する割合は 13.7%と低かった。

ところで、スポーツ議員連盟プロジェクトチームがいかに「一等の当選確率は百万分 0]

ー単位と低く、ギャンプルというには当たらない J2 iと説得しようと、多くの団体や個人、

そして今回調査の学生の 64%が、 「くじ」は「ギャンブル」であるとしていることに候註

する必要があろう。そうした大勢の意見を無視することは道義上許されないことであり、

「文部省が『ばくち』の繭元Jと批判がなされても仕方ないことであろう。
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r rくじ J導入は子供達に『勝ち負けJにこだわるなど、

一層の勝利至上主義に拍車をかける J
導入された場合の

青少年への影響の一

つに「サッカーを!!it

けの対象としか見な

くなる J r結果や勝

う負貯にこだわる

等の意見が多く出さ

れている。 3) 

特に今聞は「勝手IJ

軍上主義 j への傾倒

を助長するものであ

るかを設問した。

し--i--i--i一一」一一」一一」 全体の 42.7%は

r YesJ と筈え rNoJ 
は15.5%であった。

表 4

くじ導入には慎重に

Pく.001‘・・

「スポーツ文化の健全な発展を願い、

対処すべきである」

表 5

「スポーツ文化の

発援を願い、導入に

は慎重に対処すべき

である」とする設問

に全体の 66.4%が「

YesJ と答え rNoJ 
としたものはわずか

5.4%であった。

「反対J派の 95.L 

%は慎重に対処すべ

きであるとした。
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Pく.001 ・・・ 1994年 6月初旬スポ

ーツ議員連盟役員会が「法案大綱」を了承し、その内容が明らかになると同時に各団体キ・

1盲人から一斉に反対意見が噴出した。教育・スポーツ団体、地方自治体が反対声明をあげ

る中で、問題の核心がクローズアップされてきている。青少年の健全育成に悪影響を及ぼ

す問題、健全なスポーツ文化〈文化としての Jリーグ・サッカー)の発展を歪める問題、

菌のスポーツ予算のあり方をめぐる問題等々が賛否荷論の中から読み取れよう。 はからず

も、学生が謁査結果でも示しているように、 r <じ」には多くの問題があり、慎重に対処

すべきであろう。 注1)朝日新聞 61i付 Z)向6110付 3)両ii24付
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